
 
 
 

 

 

 

雇用保険法等の一部を改正する法律の施行に

伴う関係政令の整備及び経過措置に関する 

政令案要綱 

  

平成 29 年 3 月 31 日 

職業安定分科会雇用保険部会（第 123 回） 
資料 1-1 



 





雇
用
保
険
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
及
び
経
過
措
置
に
関
す
る
政
令
案
要
綱

第
一

雇
用
保
険
法
施
行
令
の
一
部
改
正
（
第
一
条
関
係
）

一

法
第
二
十
四
条
の
二
第
一
項
第
二
号
の
政
令
で
定
め
る
基
準

１

法
第
二
十
四
条
の
二
第
一
項
第
二
号
の
政
令
で
定
め
る
基
準
は
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
こ
と
と
す
る
も
の

と
す
る
こ
と
。

法
第
二
十
四
条
の
二
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
災
害
に
よ
り
激
甚
災
害
に
対
処
す
る
た
め
の
特
別
の
財
政
援

じ

ん

（１）
助
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令
第
四
十
八
条
に
お
い
て
準
用
す
る
同
令
第
二
十
五
条
の
地
域
に
該
当
す
る
こ
と
と
な

っ
た
地
域
（
以
下
「
災
害
地
域
」
と
い
う
。
）
の
う
ち
、
イ
に
掲
げ
る
率
が
ロ
に
掲
げ
る
率
の
百
分
の
二
百
以
上

と
な
る
に
至
り
、
か
つ
、
そ
の
状
態
が
継
続
す
る
と
認
め
ら
れ
る
地
域
で
あ
る
こ
と
。

イ

毎
月
、
そ
の
月
前
三
月
間
に
、
当
該
地
域
に
お
い
て
離
職
を
し
、
当
該
地
域
を
管
轄
す
る
公
共
職
業
安
定
所

に
お
い
て
基
本
手
当
の
支
給
を
受
け
た
初
回
受
給
者
の
合
計
数
を
、
当
該
期
間
内
の
各
月
の
末
日
に
お
い
て
当

該
地
域
に
所
在
す
る
事
業
所
に
雇
用
さ
れ
て
い
る
一
般
被
保
険
者
の
合
計
数
で
除
し
て
計
算
し
た
率

ロ

毎
年
度
、
当
該
年
度
の
前
年
度
以
前
三
年
間
に
お
け
る
全
国
の
初
回
受
給
者
の
合
計
数
を
当
該
期
間
内
の
各

別紙



月
の
末
日
に
お
け
る
全
国
の
一
般
被
保
険
者
の
合
計
数
で
除
し
て
計
算
し
た
率

の
基
準
を
満
た
す
地
域
に
近
接
す
る
地
域
（
災
害
地
域
に
限
る
。
）
の
う
ち
、
失
業
の
状
況
が

の
状
態
に

（２）

（１）

（１）

準
ず
る
地
域
で
あ
っ
て
、
所
定
給
付
日
数
に
相
当
す
る
日
数
分
の
基
本
手
当
の
支
給
を
受
け
終
わ
る
ま
で
に
職
業

に
就
く
こ
と
が
で
き
な
い
受
給
資
格
者
が
相
当
数
生
じ
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

二

そ
の
他

そ
の
他
所
要
の
規
定
の
整
備
を
行
う
こ
と
。

第
二

国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
施
行
令
の
一
部
改
正
（
第
二
条
関
係
）

国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
に
基
づ
く
育
児
休
業
手
当
金
等
に
対
す
る
国
等
の
負
担
に
つ
い
て
、
平
成
二
十
九
年
度
か
ら
平

成
三
十
一
年
度
ま
で
の
各
年
度
に
お
い
て
は
、
本
来
負
担
す
る
べ
き
割
合
の
百
分
の
十
を
負
担
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

第
三

地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
施
行
令
の
一
部
改
正
（
第
三
条
関
係
）

地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
に
基
づ
く
育
児
休
業
手
当
金
等
に
要
す
る
費
用
の
公
的
負
担
に
つ
い
て
、
平
成
二
十
九
年
度

か
ら
平
成
三
十
一
年
度
ま
で
の
各
年
度
に
お
い
て
は
、
本
来
負
担
す
る
べ
き
割
合
の
百
分
の
十
を
負
担
す
る
も
の
と
す
る
こ

と
。



第
四

行
政
手
続
法
施
行
令
の
一
部
改
正
（
第
四
条
関
係
）

行
政
手
続
法
第
三
十
九
条
第
四
項
第
四
号
の
意
見
公
募
手
続
の
適
用
除
外
に
該
当
す
る
命
令
等
に
、
雇
用
保
険
法
第
十
三

条
第
三
項
及
び
第
二
十
四
条
の
二
第
一
項
（
同
項
第
二
号
の
厚
生
労
働
大
臣
が
指
定
す
る
地
域
に
係
る
部
分
を
除
く
。
）
並

び
に
附
則
第
四
条
第
一
項
、
附
則
第
五
条
第
一
項
（
同
項
の
厚
生
労
働
大
臣
が
指
定
す
る
地
域
に
係
る
部
分
を
除
く
。
）
及

び
附
則
第
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
第
五
十
七
条
第
二
項
（
同
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
者

に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
命
令
等
を
追
加
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

第
五

雇
用
保
険
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
（
第
五
条
関
係
）

受
給
資
格
に
係
る
離
職
の
日
が
平
成
二
十
九
年
三
月
三
十
一
日
以
前
で
あ
る
者
で
あ
っ
て
、
改
正
後
の
雇
用
保
険
法
第
二

十
四
条
の
二
又
は
同
法
附
則
第
五
条
の
規
定
に
よ
る
基
本
手
当
の
支
給
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
も
の
に
係
る
改
正
前
の

雇
用
保
険
法
附
則
第
五
条
の
規
定
に
よ
る
基
本
手
当
の
支
給
及
び
同
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
同
法

第
二
十
八
条
の
規
定
に
よ
る
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
各
延
長
給
付
に
関
す
る
調
整
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る

も
の
と
す
る
こ
と
。

第
六

施
行
期
日
（
附
則
関
係
）



こ
の
政
令
は
、
平
成
二
十
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
。


